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運用報告書（全体版） 

割安株ジャパン・オープン 

 

 
 

第８期（決算日：2019年４月25日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「割安株ジャパン・オープン」は、

去る４月25日に第８期の決算を行いました。ここに

謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 2021年４月23日まで（2011年６月17日設定） 

運用方針 信託財産の成長を目指して運用を行います。 

主要運用対象 
東京証券取引所第一部上場銘柄を中心に、わ
が国の金融商品取引所上場（これに準ずるも
のを含みます。）株式 

運用方法 

・東京証券取引所第一部上場銘柄を中心に、
わが国の金融商品取引所上場（これに準ず
るものを含みます。）株式を主要投資対象と
します。 

・主に、企業の適正価値に対して割安と判断
する銘柄に投資します。 

・ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株
式会社に運用指図の権限を委託します。 

主な組入制限 

・株式への投資割合は、制限を設けません。 
・同一銘柄の株式への投資割合は、当ファン
ドの純資産総額の10％以内とします。 

・株式以外の資産への投資割合は、原則とし
て信託財産総額の50％以下とします。 

分配方針 

毎年４月25日（休業日の場合は翌営業日）に
決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を
行います。分配対象額の範囲は、経費控除後
の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）
等の全額とします。基準価額水準、市況動向、
残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定
します。（ただし、分配対象収益が少額の場合
には分配を行わない場合もあります。） 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ配当込み指数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

４期(2015年４月27日) 18,604 250 37.3 2,233.09 41.0 98.4 － 10,883 

５期(2016年４月25日) 14,803 250 △19.1 1,974.98 △11.6 98.5 － 7,224 

６期(2017年４月25日) 16,465 350 13.6 2,186.36 10.7 96.9 0.8 9,420 

７期(2018年４月25日) 18,641 400 15.6 2,597.89 18.8 98.4 － 6,821 

８期(2019年４月25日) 16,319 350 △10.6 2,438.36 △ 6.1 97.9 － 5,209 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） ＴＯＰＩＸ配当込み指数は、（株）東京証券取引所及びそのグループ会社（以下、「東証等」という。）の知的財産であり、指数の算出、

指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウは東証等が所有しています。なお、当ファンドは、東証等により提供、

保証又は販売されるものではなく、東証等は、当ファンドの発行又は売買に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ配当込み指数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2018年４月25日 18,641 － 2,597.89 － 98.4 － 

４月末 18,639 △ 0.0 2,611.85 0.5 97.4 － 

５月末 18,188 △ 2.4 2,568.21 △ 1.1 98.7 － 

６月末 18,123 △ 2.8 2,548.78 △ 1.9 98.2 － 

７月末 18,377 △ 1.4 2,581.96 △ 0.6 99.0 － 

８月末 18,186 △ 2.4 2,556.25 △ 1.6 98.7 － 

９月末 19,345 3.8 2,698.09 3.9 98.2 － 

10月末 17,382 △ 6.8 2,444.11 △ 5.9 97.2 － 

11月末 17,279 △ 7.3 2,475.92 △ 4.7 97.2 － 

12月末 15,354 △17.6 2,223.11 △14.4 98.9 － 

2019年１月末 16,339 △12.3 2,332.52 △10.2 99.6 － 

２月末 16,450 △11.8 2,393.08 △ 7.9 98.4 － 

３月末 16,367 △12.2 2,395.21 △ 7.8 97.7 － 

(期  末)       

2019年４月25日 16,669 △10.6 2,438.36 △ 6.1 97.9 － 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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運用経過
第８期：2018年４月26日～2019年４月25日

当期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移
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ベンチマーク：左目盛

基準価額：左目盛

分配金再投資基準価額：左目盛
純資産総額：右目盛

第 ８ 期 首 18,641円
第 ８ 期 末 16,319円
既払分配金 350円
騰 落 率 －10.6％

（分配金再投資ベース）

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。
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基準価額は期首に比べ10.6％（分配金再投資ベース）の下落と
なりました。

基準価額の動き

ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率（－6.1％）を
4.5％下回りました。

ベンチマークとの差異

基準価額の主な変動要因

保有している三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループやＪＸＴＧ
ホールディングスなどの株価が下落したことが、基準価額の下落
要因となりました。

下落要因

割安株ジャパン・オープン
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第８期：2018年４月26日～2019年４月25日

投資環境について

国内株式市況
期を通してみると、国内株式市況は下落しました。
当期の国内株式市場は、期首から2018年６月にかけては、イタリアやスペインの政治に対
する不透明感や米中貿易摩擦の深刻化に対する警戒感の高まりなどから下落しました。７月
から９月にかけては、トルコリラの急落を受けて投資家心理が悪化したことなどから下落す
る場面があったものの、米中貿易摩擦への警戒感が後退したことなどから上昇しました。10
月に入ると米長期金利が急上昇したことやイタリアの財政問題に対する不透明感などから下
落に転じました。その後11月は米中間選挙が市場予想通りの結果となり安心感が広がったこ
となどを受けて上昇したものの、12月にかけては中国の通信機器大手の幹部がカナダ当局に
逮捕されたことを受けた米中の対立が深まるとの懸念や、米政府機関の一部閉鎖などから下
落しました。
2019年に入ると、１月には米中協議での交渉進展や、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の
パウエル議長が今後の利上げに関して慎重な姿勢を示したことなどから上昇しました。２月
には、米政府機関一部閉鎖の回避や米中協議が進展することへの期待が高まったことなどか
ら上昇しました。その後は、米国で景気後退の前兆とされる「逆イールド（長短金利差の逆
転）」が発生するなど世界経済の先行き懸念が高まったことなどを背景に下落する局面もあ
りましたが、中国の経済指標改善や米国の良好な企業決算などを受けて上昇しました。

割安株ジャパン・オープン
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当該投資信託のポートフォリオについて
東京証券取引所第一部上場銘柄を中心に、わが国の金融商品取引所上場（これに準ずるものを含
みます。）株式を主要投資対象とし、主に企業の適正価値に対して割安と判断する銘柄に投資を
行いました。
運用指図に関する権限をＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社に委託しています。

銘柄入替のポイントは以下の通りです。
主な新規組入銘柄
アサヒグループホールディングス：欧州ビール事業を買収するなど国際展開を進めており、グ
ローバル化に向けて必要な競争力と経営基盤が備わってきたことなどを評価し、組み入れました。
武田薬品工業：シャイアーの買収に対する懸念から株価が大きく下落しましたが、長期的な業績
拡大余地などを考慮すると株価は割安と判断し、組み入れました。

主な売却銘柄
Ｔ＆Ｄホールディングス：世界的な景気の減速感を背景に、国内外で金利の上昇を期待すること
は難しく、これが業績の下押し要因になると判断したことなどから、売却を行いました。
ニチレイ：家庭用冷凍食品の市場自体の成長が鈍化するなど、市場全体の成長に関する不透明感
が拭いきれないため、売却を行いました。

以上のような投資判断を行った結果、組入銘柄の株価下落により、基準価額（分配金再投資ベー
ス）は下落しました。パフォーマンスに影響を与えた主な銘柄は以下の通りです。
マイナス要因
銘柄
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ：米国長期金利の低下を受けて、運用環境の改善期待が後
退したことなどから株価が下落しました。
ＪＸＴＧホールディングス：世界経済の先行き懸念が高まったことなどを背景に、株価が下落し
ました。

割安株ジャパン・オープン
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（ご参考）

■株式組入上位５業種
期首（2018年４月25日） 期末（2019年４月25日）

業種 比率 業種 比率
1 銀行業 16.9％ 1 化学 11.3％
2 輸送用機器 9.2％ 2 電気機器 10.3％
3 卸売業 8.7％ 3 輸送用機器 8.6％
4 電気機器 7.9％ 4 卸売業 8.3％
5 保険業 7.4％ 5 医薬品 5.8％

・比率は株式の評価総額に対する各業種の割合です。

当該投資信託のベンチマークとの差異について
基準価額は期首に比べ、10.6％（分配金再投資ベース）
の下落となり、ベンチマーク（騰落率－6.1％）を4.5％
下回りました。

マイナス要因
ベンチマークの構成比に対して、低めの投資比率として
いたソフトバンクグループの株価上昇や、高めの投資比
率としていたＪＸＴＧホールディングスの株価下落など
がマイナスに影響しました。
ベンチマークの構成比に対して、高めの投資比率として
いた金属製品銘柄の株価下落や、低めの投資比率として
いた情報・通信業銘柄の株価上昇などがマイナスに影響
しました。

※ファンドの騰落率は分配金込みで計算して
います。

－15.0

－10.0

－5.0

0.0

2018/４/25～2019/４/25

（％）

ファンド ベンチマーク

基準価額とベンチマークの対比（騰落率）

割安株ジャパン・オープン
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分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し、次表の通りと
させていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産中に
留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項　目 第８期
2018年４月26日～2019年４月25日

当期分配金（対基準価額比率） 350（2.100％）

当期の収益 145

当期の収益以外 204

翌期繰越分配対象額 6,318

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基
準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。

今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

運用環境の見通し
米債券市場において逆イールドが生じたことで、世界的に今後の景気への不安が高まりました。
しかしながら、これは2018年より予想されており、株式市場では既にリスク回避の動きとなっ
ているため、一定程度織り込み済みと見られます。一方、景気敏感株の中でも特に割安な銘柄に
関しては、足下の株価は良好な投資機会を提供していると考えられます。

今後の運用方針
東京証券取引所第一部上場銘柄を中心に、わが国の金融商品取引所上場（これに準ずるものを含
みます。）株式を主要投資対象とし、株式の組入比率は、高位を保つ方針です。
主に、企業の適正価値に対して割安と判断する銘柄に投資する方針です。
運用指図に関する権限をＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社に委託します。

割安株ジャパン・オープン
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2018年４月26日～2019年４月25日

１万口当たりの費用明細

項目
当期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 305 1.751 (ａ)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) (183) (1.048) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (113) (0.649) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (9) (0.054) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料 25 0.141 (ｂ)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

( 株 式 ) (25) (0.141)
(先物・オプション) (0) (0.000)

(ｃ)そ の 他 費 用 1 0.004 (ｃ)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

( 監 査 費 用 ) (1) (0.004) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用
( そ の 他 ) (0) (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 331 1.896

期中の平均基準価額は、17,423円です。

（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を
含む）は、追加・解約により受益権口数に変動が
あるため、簡便法により算出した結果です。

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除し
て100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未
満は四捨五入してあります。
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（参考情報）
■総経費率
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有
価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じ
た数で除した総経費率（年率）は1.75％です。

運用管理費用（投信会社）
1.05％

運用管理費用（販売会社）
0.65％

運用管理費用（受託会社）
0.05％

その他費用
0.00％ 

総経費率
1.75％

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。
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○売買及び取引の状況 (2018年４月26日～2019年４月25日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 2,492 6,681,154 3,727 7,578,967 
 (△  208) (       －)

 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） ( )内は株式分割・増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

 

種 類 別 
買 建 売 建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国 
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 88 89 － － 

 
 
 

○株式売買比率 (2018年４月26日～2019年４月25日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 14,260,122千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 5,860,465千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.43   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年４月26日～2019年４月25日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 6,681 758 11.3 7,578 644 8.5 

株式先物取引 88 88 100.0 89 89 100.0 
 
 
 

  

株式 

先物取引の種類別取引状況 

利害関係人との取引状況 
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種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 10 259 54 

 
 
 

 

種     類 買 付 額 

 百万円 
株式 3 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 8,320千円 
うち利害関係人への支払額（B） 892千円 

（B）／（A） 10.7％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、三菱ＵＦＪリース、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 
 
  

利害関係人の発行する有価証券等 
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○組入資産の明細 (2019年４月25日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（5.3％）    

コムシスホールディングス － 28 82,516 

前田建設工業 － 80 88,000 

大東建託 － 2.6 39,702 

住友林業 36.5 － － 

協和エクシオ － 20 60,800 

食料品（2.8％）    

アサヒグループホールディングス － 22.5 109,080 

宝ホールディングス － 25 32,775 

ニチレイ 36.1 － － 

繊維製品（1.0％）    

東レ 101.6 65 49,042 

化学（11.3％）    

クレハ － 4 26,600 

信越化学工業 － 24 251,400 

三井化学 45.2 65 178,685 

ＫＨネオケム － 17.5 56,700 

ダイセル 65.5 20 24,820 

日本ゼオン 69.3 － － 

ＪＳＰ － 16 38,464 

医薬品（5.8％）    

武田薬品工業 － 32 133,536 

小野薬品工業 27.2 － － 

ＪＣＲファーマ 8.6 － － 

沢井製薬 － 15 89,550 

第一三共 28.5 14 72,450 

大塚ホールディングス 12.7 － － 

石油・石炭製品（3.4％）    

ＪＸＴＧホールディングス 233.1 320 175,936 

ゴム製品（0.9％）    

ブリヂストン 21.6 11 48,323 

ガラス・土石製品（2.0％）    

ＡＧＣ － 7.5 28,275 

太平洋セメント 7.8 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

東海カーボン － 35 45,395 

日本特殊陶業 32 13 28,223 

鉄鋼（－％）    

日本製鉄 53.9 － － 

非鉄金属（－％）    

三井金属鉱業 11 － － 

住友金属鉱山 20.8 － － 

ＤＯＷＡホールディングス 11.6 － － 

住友電気工業 45.6 － － 

金属製品（3.8％）    

ＳＵＭＣＯ － 18 26,766 

横河ブリッジホールディングス － 35 62,755 

東プレ － 30 63,000 

パイオラックス － 20 43,320 

機械（3.0％）    

ＤＭＧ森精機 49 － － 

島精機製作所 － 8 30,720 

クボタ － 50 84,375 

ダイキン工業 12.7 － － 

椿本チエイン － 9.2 37,674 

電気機器（10.3％）    

日立製作所 245 63 231,021 

三菱電機 － 40 60,940 

マブチモーター 18.3 － － 

パナソニック 93.7 － － 

堀場製作所 － 10 68,300 

ローム 8.3 12 98,760 

村田製作所 － 11 65,846 

輸送用機器（8.6％）    

川崎重工業 17.6 － － 

トヨタ自動車 16.3 － － 

日野自動車 － 80 80,320 

武蔵精密工業 － 55 96,580 

マツダ 66.4 － － 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

本田技研工業 62.1 － － 

スズキ 17.4 35 180,705 

エフ・シー・シー － 34 78,846 

その他製品（1.1％）    

リンテック － 22.5 54,742 

電気・ガス業（1.4％）    

電源開発 34.9 － － 

東京瓦斯 － 25 69,437 

陸運業（3.3％）    

東京急行電鉄 46.8 － － 

西日本旅客鉄道 － 6 49,818 

西武ホールディングス － 65 117,585 

海運業（－％）    

日本郵船 35 － － 

空運業（－％）    

日本航空 30.7 － － 

情報・通信業（3.9％）    

大塚商会 － 12 53,220 

日本電信電話 50.7 32 147,648 

ソフトバンクグループ 12.2 － － 

卸売業（8.3％）    

伊藤忠商事 74.7 95 190,047 

丸紅 66.4 － － 

三井物産 62.4 － － 

三菱商事 78.8 77.8 235,033 

小売業（3.2％）    

ユナイテッドアローズ － 12 42,960 

丸井グループ 54.8 12 27,012 

イズミ 16.6 11.5 56,810 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ケーズホールディングス － 35 35,105 

銀行業（4.0％）    

めぶきフィナンシャルグループ 202.8 － － 

コンコルディア・フィナンシャルグループ 130.4 － － 

西日本フィナンシャルホールディングス 67.7 － － 

新生銀行 54.3 － － 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 414.1 100 54,940 

りそなホールディングス 154.9 － － 

三井住友トラスト・ホールディングス 32.9 － － 

三井住友フィナンシャルグループ 46.5 37.5 151,125 

証券、商品先物取引業（1.8％）    

ＳＢＩホールディングス － 37.5 91,237 

保険業（5.5％）    

ＳＯＭＰＯホールディングス 28.1 17.5 73,447 

第一生命ホールディングス 28.1 － － 

東京海上ホールディングス 39.9 37 207,496 

Ｔ＆Ｄホールディングス 54.5 － － 

その他金融業（2.6％）    

オリックス 64.8 85 132,642 

三菱ＵＦＪリース 89.4 － － 

不動産業（5.1％）    

オープンハウス － 20 80,300 

東急不動産ホールディングス 169.3 － － 

三井不動産 － 70 180,145 

サービス業（1.6％）    

パーソルホールディングス 22 38 79,192 

合 計 
株 数 ・ 金 額 3,639 2,195 5,100,145 

銘柄数＜比率＞ 58 58 ＜97.9％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2019年４月25日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 5,100,145 94.8 

コール・ローン等、その他 279,255 5.2 

投資信託財産総額 5,379,400 100.0 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年４月25日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 5,379,400,047   

 コール・ローン等 76,989,245   

 株式(評価額) 5,100,145,300   

 未収入金 136,128,702   

 未収配当金 66,136,800   

(B) 負債 170,263,516   

 未払収益分配金 111,724,457   

 未払解約金 10,476,078   

 未払信託報酬 47,944,507   

 未払利息 151   

 その他未払費用 118,323   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 5,209,136,531   

 元本 3,192,127,348   

 次期繰越損益金 2,017,009,183   

(D) 受益権総口数 3,192,127,348口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 16,319円 

 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 3,659,491,084円 

期中追加設定元本額 646,757,838円 

期中一部解約元本額 1,114,121,574円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.6319円です。 

 

○損益の状況 (2018年４月26日～2019年４月25日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 150,276,702   

 受取配当金 150,176,142   

 受取利息 193   

 その他収益金 167,480   

 支払利息 △       67,113   

(B) 有価証券売買損益 △  635,689,100   

 売買益 439,606,235   

 売買損 △1,075,295,335   

(C) 先物取引等取引損益 606,766   

 取引益 479,076   

 取引損 127,690   

(D) 信託報酬等 △  103,750,730   

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) △  588,556,362   

(F) 前期繰越損益金 422,879,415   

(G) 追加信託差損益金 2,294,410,587   

 (配当等相当額) (  1,556,755,210)  

 (売買損益相当額) (    737,655,377)  

(H) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 2,128,733,640   

(I) 収益分配金 △  111,724,457   

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 2,017,009,183   

 追加信託差損益金 2,294,410,587   

 (配当等相当額) (  1,556,755,210)  

 (売買損益相当額) (    737,655,377)  

 分配準備積立金 357,680,930   

 繰越損益金 △  635,082,334   
 

（注） (B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の

評価換えによるものを含みます。 

（注） (D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②分配金の計算過程 

項 目 
2018年４月26日～ 
2019年４月25日 

費用控除後の配当等収益額 46,525,972円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 

収益調整金額 1,659,328,253円 

分配準備積立金額 422,879,415円 

当ファンドの分配対象収益額 2,128,733,640円 

１万口当たり収益分配対象額 6,668円 

１万口当たり分配金額 350円 

収益分配金金額 111,724,457円 

③信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために要する費用として、信託財産の純資産総額に年１万分の64の率を乗

じて得た額を委託者報酬の中から支弁しております。   
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 350円 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2019年４月25日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 

 


